
中学校学習展開例

校種/教科等 中学校　社会科 対象学年 第３学年

単元名 憲法が保障する基本的人権 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

価値的 ・ 態度的側面　③権利と責任、 公平 ・ 公正

深める

　小学校における学習で初めて知
った部落差別解消推進法につい
て、 条文をもとにして、 基本理念
や制定の背景を理解する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　現代の社会において、 平等権が保障されていない問題として部落差別が存在することや差別を解

消するための取組について理解し、差別のない社会をつくるために必要なことを考えることができる。

【思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時までの学習を振り返る。

　 ・ 個人の尊重、 幸福追求権

　 ・ 法の下の平等

２　人権が保障されていない事象を出し合い、

本時学習のめあてをつかむ。

○　基本的人権について、 個人の尊重や幸福追

求権、 法の下の平等の考え方が根源にあるこ

とを想起させる。

○　法の下の平等 （憲法第 14 条） をもとに平

等権について説明し、 教科書の記載内容を参

考に、 それが保障されていない事象を出し合

わせ、 差別をなくすためにはどうしたらよい

か、 問いを持たせる。

※　【予想される個別の人権課題の例】 につい

ては、 次時 （外国人の人権等） で調べる活

動もあることにふれ、 ここでは１つ１つの説明

は省く。
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３　部落差別に関する問題と、 これまでの差別

をなくすための取組について知る。

(1)  平成 29 （2017） 年 「内閣府世論調査」

を見て、 結婚や就職について人権侵害をこう

むっている人たちがいるという事実や、 イン

ターネットの書き込みの実態から、 現存する

部落差別に関する問題について知る。 　　

・ 結婚問題で周囲の反対を受けることへの回

答が多い

・ 差別的な言動や身元調査の問題がある

・ 就職・職場で不利な扱いを受ける問題がある

・ インターネットを利用して差別的な情報が掲

載される問題がある

(2) 「同和対策審議会答申」 「人権教育啓発推

進法」 について知る。

・ 昭和40（1965）年に出された答申に、 部

落差別の早急な解決が国の責務であり、 国

民の課題であることが明らかに記された

・ 答申に基づいて、 差別を解消するための法

律が制定され、 生活環境の改善を図る事業

〇　他の人権課題にも共通するものもあること

にふれるとともに、 「差別のない社会をつく

るための取組について、 まず、 部落差別から

考えてみよう」 と生徒に伝える。

★１　「内閣府世論調査」 の 「部落差別等の同和

問題に関する人権問題」 のグラフを提示し、

どのような問題があるか気付かせ、 部落差別

に関する問題であることを知らせる。 （P.48）

○　「同和対策審議会答申」 「人権教育啓発推進

法」 について、教科書の記述に沿って説明し、

部落差別をなくすための様々な法令や取組に

ついて理解できるようにする。

※　大正 11 （1922） 年の全国水平社の創設

以来、 被差別部落の人々を中心に差別をなく

す運動が進められてきたことを既習内容から
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【予想される個別の人権課題の例】

・ 部落差別　 ・ 外国人の人権

・ アイヌの人々　 ・ 障がいのある人

・ ハンセン病患者、 元患者　 ・ 女性

・ 性的マイノリティ　等

 めあて　差別のない社会をつくるために、 どのようなことが必要か考えよう。
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が行われた

・ 人権教育や啓発活動などの取組が、 国や地

方自治体で引き続き行われている

・ 差別をなくす運動が粘り強く進められたこ

とは、 これまでの取組へつながった

振り返らせるとともに、 これまで国はどのよ

うな取組を行ってきたか、 問いをもたせる。 　

※　教科書の巻末に掲載されている資料などを

用いて、 答申の 「部落差別の早急な解決は

国の責務であり国民的課題である」 という一

文に着目させる。

４　「部落差別の解消の推進に関する法律」 につ

いて知り、 差別をなくすために必要なことに

ついて考える。

(1) 「部落差別の解消の推進に関する法律」 の

内容を知り、 法律ができた社会的な背景や意

義について考える。

・ 現在も部落差別が存在し、 情報化の進展に

伴って部落差別に関する状況の変化が生じ

ている

・ 日本国憲法の理念にのっとり、 部落差別は

許されないものであることや、 差別の解消

に関して国や地方公共団体の責務が示され

た

・ 部落差別のない社会を実現するために法律

が制定された

・ 法律の制定には、 多くの人たちの差別をな

くしたいという願いが込められている

(2) 部落差別を解消するために、 どのようなこ

とが必要か考える。

・ 一人一人が差別をなくす大切さを理解して、

差別のない社会づくりをめざして生活する

・ 偏見をもたないようにする

・ 誤った情報を鵜呑みにしたり、広げたりしな

い

・ 自分自身が差別の問題について正しく知り、

差別に気付くようにする

・ 周りの人に差別のおかしさを伝える

○　教科書の巻末資料や条文を準備し、 第一条

（目的） に着目させる。

★２　「部落差別の解消の推進に関する法律」

（条文）

※　条文の「現在も部落差別が存在する」 「情報

化の進展に伴って部落差別に関する状況の変

化が生じている」 に着目させたり、 解説した

りして、 法律が制定された背景を考えさせる。

※　「部落差別」 の名称を冠した初めての法律で

あることを伝え、 日本国憲法が根拠となって

いること、 「部落差別のない社会を実現する」

ことが法律の趣旨であることに着目させる。

○　教科書の記述や条文をもとに、 個人で考え

させた後、 ペアやグループ、 全体で考えを交

流させる。

※　考える視点をもたせるために、 条文の第二

条（基本理念）の「かけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念にのっとり」

や 「国民一人一人の理解を深める」、 第五条

の 「教育及び啓発を行う」 にも着目させる。

☆　部落差別のおかしさをきちんと判断するこ

とができるよう、 正しく学び続けることの大

切さを伝え、 部落差別のない社会の実現の

ために授業者自身もその一員であることを補

足する。
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５　本時学習を振り返り、 まとめを行う。 ○　今日の学習で分かったことは何か振り返ら

せ、 生徒の言葉を用いてまとめる。

※ 教師自身の部落差別に関する出会いや体験

を踏まえた差別のない社会をつくる考えを伝

えるなど、 差別の解消に向けて取り組むべき

は私たち一人一人であるという意識を高め、

どの人権課題も同様であることにふれ、 次時

は他の人権課題について、 学習していくこと

を伝える。
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 まとめ　基本的人権が保障されていない問題の一つに部落差別があり、 解消に向けて法律

が制定されるなど様々な取組が行われている。部落差別解消推進法にあるように、差

別のない社会をつくるためには、 国民一人一人の理解を深めることが大切である。
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